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北九州市新成長戦略工程表 

平成２９年度からの 

 ２０の『リーディングプロジェクト』 

３つの『雇用創出に向けた取り組み』 

について、 

施策毎の実施スケジュール及び目標を整理したもの 

※平成２９年１０月１８日に更新 
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性：Ⅰ（１）

（リーディングプロジェクト）地域企業のビジネス展開を推進する組織横断的な体制の整備 雇用創出計4人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

地元企業との交

流や市内企業訪

問を通じて企業

ニーズの把握に努

め、事業規模拡大

や新規事業展開を

促します。

市内企業団体と

の交流を通じた

企業ニーズの把

握

市内企業交流会、

市内企業への訪

問等による、企業

ニーズの把握とそ

れに対応した支援

の展開

市内企業への訪問、面談活動による、企業のニーズや経営課題の把握等

各種会合等での、企業のニーズや経営課題の把握等

・路談会（大手企業18社：年4回程度）
・いちい会（市内中堅企業11社：年4回程度）
・テクノミクス北九州（市内中小企業10社の異業種交流会：月1回程度）

企業の課題解決策の検討

企業へ解決策の提示

企業の課題解決

企業の設備投資等の拡大促進

新事業の展開等

雇用創出 4人
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅰ（２）

（リーディングプロジェクト）中小・小規模企業の競争力向上（１） 雇用創出計1,152 人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
５年間の
目標

中小・小規模企業の経営力

の強化を図るため、経営安定

化のための相談業務や融資、

経営基盤強化に向けた人材

育成、競争力強化に向けた

販路開拓、技術開発などの

支援施策の充実を図ります。

中小食品製造業に対する商品

の企画・開発から試作・製造・販

売までの一貫した支援、新商品

のブランド化（再掲）

北九州金融懇話会への参加（市内の経済・金融情勢にかかる情報交換：月１回）

商工組合中央金庫、日本政策金融公庫、福岡県中小企業団体中央会 等

（産）プロジェクト参加企業等、専門家 （官）北九州市、ＦＡＩＳ

中小企業の経営

支援

中小・小規模企業

振興の一層の充

実

企業間取引促進のための情

報の発信支援、販路開拓の

推進

資金ニーズに対応する十分

な貸付枠の確保、経済情勢

に応じた資金繰りが行なえる

ための必要に応じた制度改

正の実施

中小企業融資による市内中小企業への資金繰り支援

信用保証協会への保証料補てん、損失補償による資金調達円滑化支援

融資制度の運用（あり方）にかかる意見交換（年３回程度）

融資取扱金融機関、福岡県信用保証協会、商工会議所 （官）北九州市

福岡県中小企業経営強化支援協議会への参画

福岡県、北九州市、福岡市、県内地域金融機関、福岡県信用保証協会、中小企業基盤整備機構、福岡

県中小企業再生支援協議会、地域経済活性化支援機構 ほか

中小食品製造業の新商品開発、販路開拓等の支援

中小建設業の本業における

経営体質改善や、経営資源

を活用した新事業展開による

収益力向上の支援

本業強化やリフォーム事業進出等の事例等を学ぶためのセミナー開催

収益力向上や新事業展開を支援するための専門家派遣を実施

収益力向上支援

新事業展開支援

（産）オンリーワン認定企業（１９社）、 （官）北九州市

国内外に向けプロモーション

大規模展示会等への出展支援、巡回指導・マッチングコーディネートの実施

（産）応募・選定企業、（官）北九州市、ＦＡＩＳ 販路開拓に向けた総合支援

「オンリーワン認定企業」等の市内優良企業を「中核企業として育成するための支援施策の調査・研究

資金ニーズに対応する十分

な貸付枠の確保、経済情勢

に応じた資金繰りが行なえる

ための必要に応じた制度改

正の実施

資金ニーズに対応する十分

な貸付枠の確保、経済情勢

に応じた資金繰りが行なえる

ための必要に応じた制度改

正の実施

専門家を配置する資金繰り相談窓口における支援

中小食品製造業に対する商品

の企画・開発から試作・製造・販

売までの一貫した支援、新商品

のブランド化（再掲）

（産）プロジェクト参加企業等、専門家 （官）北九州市、ＦＡＩＳ

中小食品製造業の新商品開発、販路開拓等の支援販,、販売促進に向けた総合支援

雇用創出 399人

（雇用創出24人）

雇用創出 32人

雇用創出 345人

（再掲）

雇用創出 96人

食の新ブランド「北九いいと」、成長が見込まれる事業者（ぬか炊きなど）
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅰ（２）

（リーディングプロジェクト）中小・小規模企業の競争力向上（２）

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

中小・小規模企業の経営力

の強化を図るため、経営安定化

のための相談業務や融資、経

営基盤強化に向けた人材育成、

競争力強化に向けた販路開拓、

技術開発などの支援施策の充

実を図ります。

新技術・新製品開発に取り組

む中小企業に対する研究開

発費の助成

（再掲）

雇用創出 18人

（再掲）

雇用創出 80人

中小企業の経営

支援

中小・小規模企業

振興の一層の充

実

地域企業のものづくり力強化

のための産業用ロボットの導

入を支援するための組織体

制整備（再掲）

セミナーの開催などによる啓発

や具体的な活動支援などを通じ

た市内サービス産業の競争力

強化への取組み

ビジネス交流による新たなサー

ビスの創出（再掲）

企業とデザイナーが出会う場

の創出、地域企業の競争力

を強化

ベンチャースクール

受講者数 285人

雇用創出 48人

企業投資額

2.7億円

中小企業支援センターにおけ

る窓口相談や専門家派遣の

実施、創業・第二創業に取り

組む事業者の支援

雇用創出 100人

製品化・実用化
15件

（産）安川電機、市内中小企業、（官）北九州市、FAIS

高付加価値化・競

争力強化の推進

（産）補助金採択企業 （学）大学等 （官）北九州市

中小企業支援センターによる窓口相談、専門家派遣の実施

創業セミナーの実施

中小企業支援体制

の強化

新技術・新製品開発に取り組

む中小企業に対する研究開

発費の助成

研究開発案件の選定・助成

（産）補助金採択企業 （学）大学等 （官）北九州市

成果の発表、研究開発に関しての連携強化、販路開拓支援策へのつなぎ

新製品開発・事業化の促進

研究開発案件の選定・助成 研究開発案件の選定・助成

北九州ベンチャースクールの開催

○ 産業用ロボット導入支援センターの事業展開

産業用ロボット導入支援補助金によるロボット導入支援

セミナー等の開催（ロボット導入事例の紹介等）

システムインテグレータ（以下「SIer」）の育成、SIerによる生産ラインの改善提案、ロボット導入支援

「ロボット道場」による生産現場のロボット活用を担う人材の育成

専門家派遣等による、サービス産業事業者への生産性向上の考え方、アプローチ方法の啓発促進

サービス産業の生産性向上に向けたセミナー、シンポジウムの実施

サービス産業事業者のネットワークづくり、ビジネスマッチングの場の提供

デザイン勉強会、デザインシンポジウムの開催

福岡県、福岡県産業デザイン協議会との連携

グッドデザイン賞の受賞に向けた支援

セミナーの開催などによる啓発

や具体的な活動支援などを通じ

た市内サービス産業の競争力

強化への取組み

ビジネス交流による新たなサー

ビスの創出（再掲）

専門家派遣等による、サービス産業事業者への生産性向上の考え方、アプローチ方法の啓発促進

サービス産業の生産性向上に向けたセミナー、シンポジウムの実施

サービス産業事業者のネットワークづくり、ビジネスマッチングの場の提供
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅰ（２）

（リーディングプロジェクト）中小・小規模企業の競争力向上（３）

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

人材確保の取り組みを行う中

小企業の事業者で構成され

た団体等に対する事業費の

助成
助成件数 30件

（産）助成金採択団体 （官）北九州市

事業成果の公表・周知

人材確保・地元就職の促進を

目指し、中小製造業の現場で

働く若者を紹介することを通

じて、製造業の魅力を伝える

専用サイトを運営

中小製造業・建設業における

女性の人材確保に繋がる職

場環境整備に対する事業費

の助成

イベント等での周知・広報

女性専用設備（トイレ、更衣室、休憩室等）の設置補助の実施

（産）掲載企業 （官）北九州市

（産）助成金採択団体 （官）北九州市

サイト掲載人数 50人

助成件数 30件

中小企業の円滑な事業承継

を促進するため、潜在ニーズ

の掘起しから課題の深堀り、

具体的な成果創出までをトー

タルサポート

啓発セミナーの開催

専門家による訪問相談の実施

事業承継・Ｍ＆Ａ促進化事業助成金による事業承継計画策定等の支援

事業承継計画の策定等

25件

業界の役割・魅力を伝えるための啓発（オープンファクトリー等）への補助の実施

働きやすい職場環境づくり（学生による職場見学・改善提案・意見交換等）への補助の実施

紹介する若者の取材、ホームページ掲載

事業成果の公表・周知

中小・小規模企業の経営力

の強化を図るため、経営安定化

のための相談業務や融資、経

営基盤強化に向けた人材育成、

競争力強化に向けた販路開拓、

技術開発などの支援施策の充

実を図ります。

中小企業の経営

支援

中小・小規模企業

振興の一層の充

実

4
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅰ（２）

（リーディングプロジェクト）中小・小規模企業の競争力向上（４）

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

中小・小規模企業の経営

力の強化を図るため、経営安

定化のための相談業務や融

資、経営基盤強化に向けた

人材育成、競争力強化に向

けた販路開拓、技術開発など

の支援施策の充実を図りま

す。

地域商業の活性

化

実践あきない塾、商業セミナーの開催

商店街等による新規のイベント開催支援

次世代商業リーダー育成・講演会の開催

（産）補助金採択商店街 （官）国、北九州市

ＬＥＤ照明等の省エネ設備の設置補助

新たな商業者への支援

商業リーダーの育成、若手商

業者等への活動支援

魅力ある店づくりの支援

商店街と大学、地域、まちづ

くり団体、子育て支援施設、

医療機関などの多様な事業

商店街の魅力を高める取り

組みの支援

新規出店30件（産）新規出店企業 （官）北九州市、FAIS中小企業支援センター

売上 20%増加

雇用創出 154人

講演会回数5回

制度活用件数

5件

制度活用件数

30件

登録施設数の拡大

登録店数 700店舗

ベンチャー企業の

創出・育成

起業家が生まれやすい風土

の醸成

創業間もない企業の育成支

援
ベンチャーイノベーションクラブの運営支援

・ＫＶＩＣフェア等の実施 ・セミナー交流会等による起業家意識の醸成

・展示会出展経費の助成 ・会員企業による自主的研究活動

研究開発から事業化・知財戦

略まで一貫した支援体制の

構築

インキュベーションマネジャー（専門家）を配置し、創業までのバックアップ

及び創業後の販路開拓等を支援

卒業企業数 15社

ベンチャー支援体制の

強化

インキュベーション施設の管理運営（起業相談、インキュベーション室の提供、企業間交流の促進）

インキュベーションマネジャー（専門家）を配置し、創業までのバックアップ

及び創業後の販路開拓等を支援

（産）市内ベンチャー企業 （学）大学、研究機関 （官）北九州市、ＦＡＩＳ

商店街への出店助成、専門家を活用した経営支援

商店街と多様な事業主体との連携促進

ベンチャー企業等

の創業促進

起業家が生まれやすい風土

の醸成

雇用創出 74人

インキュベーション施設の管理運営（起業相談、インキュベーション室の提供、企業間交流の促進）

創業環境の充実

伴走型の創業支援

北九州ベンチャースクールの開催・起業予備軍の掘り起こし事業

「きたきゅう健康づくり応援店」の募集・登録支援、ＰＲ活動による登録店の拡大

商店街等による新規のイベント開催支援

ＬＥＤ照明等の省エネ設備の設置補助商店街の魅力を高める取り

組みの支援

「赤ちゃんの駅」「わらべの日」のＰＲ活動、登録施設数の拡大

ベンチャー支援のためのネッ

トワーク構築･強化

政策金融公庫との連携によるスタートアップ融資、金融機関等と連携

した創業相談・ハンズオン支援、ものづくり系スタートアップ支援など

（産）政策金融公庫、金融機関、会議所他 （官）北九州市、ＦＡＩＳ

ベンチャー企業等の創業

倍増を促す、日本一起業しや

すいまちづくりを推進します。

制度の見直し
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅰ（３）

（リーディングプロジェクト）地元製品・サービスの利活用の推進 雇用創出計　7人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

市内で生産されている環境

負荷低減に寄与する製品・

サービスを「北九州エコプ

レミアム」として選定し、

様々なPR活動、販売拡大
支援を実施

地元製品の市役所での利

活用推進

北九州市版トライアル発注制度の運用・充実

選定件数

延べ240件

雇用創出

若干名

雇用創出 7人

（産）市内中小企業 （官）北九州市

エコプレミアムの選定

（産）市内企業、北九州商工会議所等 （官）北九州市、ＦＡＩＳ、西日本産業貿易コンベンション協会

紹介カタログの作成配布・展示会等への出展

選定製品の販売拡大促進

公募

審査・認定

市役所内部での購入・利活用、モニタリングのフィードバック（１製品につき認定後2ヵ年度有効）

販路拡大支援（１製品につき認定後2ヵ年度有効）

地元製品・サービ

スの利活用の推

進

地域企業の認知度を高

め、本市で生産された製品

やサービスなどが、市民、

地域企業、行政などで利活

用されるような取り組みを

進めていきます。

地域企業が開発した製品

等の公共事業等での活用

策の検討及び、地域企業

等での利活用の取組推進
象徴的公共事業の選定・活用の推進

支援対象となる

地元企業製品の

認知度向上：前

年比プラス10％

地元製品・サービスのPR戦略
の策定

雇用創出

若干名

地元製品・サービスのＰＲの

実施

象徴的公共事業

における地元製

品活用の仕組み

検討

企業等への地元製品の活用要請

（産）市内企業 （官）北九州市

象徴的公

共事業の

選定

活用すべき地元製品（「北九
州エコプレミアム」選定製品な

ど）の決定

北九州スタジアムにおける地

元製品街かどショールームの

設置

街かどショールームの設置、PR
市内の地元製品のPRプレートの設置、PR

地元製品・サービスのＰＲの

拡大

公募

審査・認定

公募

審査・認定

6



北九州市新成長戦略　工程表
方向性Ⅰ（４）

雇用創出計　１９８人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

（リーディングプロジェクト）地元企業の高度化・新製品開発支援

研究開発・事業化支

援の強化

環境・エネルギー、素材・部

材など本市が強みを持つ分

野について、地域企業の

ニーズと大学・研究機関が保

有する研究成果とのマッチン

グを行うなど、産学官連携に

よる新事業展開、新産業創

出を図ります。

アジアを中心とした大学・

研究機関との連携強化や最

先端の研究開発環境の

整備などを通じた、世界的な

競争力のある研究開発基盤

の形成を図ります。

学術・研究基盤整備

の推進

アジアの大学・研究機関との

共同研究、交流の促進

大学・大学院等、研究機関、

試作・評価機関等の誘致の

推進によるアジアの中核的な

学術研究拠点化の推進

学術研究都市における教育

研究機能の充実

研究者情報に関するデータ

ベースの整備や情報発信、

産学連携フェアの開催などに

よる産学官ネットワークの形

成

企業や大学等のニーズ・シー

ズの把握などによる、研究会

設置や研究開発プロジェクト

の企画、創出

参入可能性調査、開発助成、

試作品づくり、企業間連携の

橋渡しなど、基礎から実用化

までの一貫した支援の実施

地域企業や大学が保有する

知的財産の共有や知的財産

の活用の推進

学術研究都市が中核となっ

た研究開発の推進、留学生

等のネットワークの活用推進

（産）市内企業等（学）市内大学等 （官）ＦＡＩＳ、福岡県、北九州市

事業化支援件数：

10件／年

雇用創出 59人

（学）北九州市立大学、九州工業大学、早稲田大学、福岡大学等 （官）ＦＡＩＳ、北九州市

アジア地域の大学との共同研究開発の推進 研究拠点形成 （再掲）

（学）早稲田大学、福岡大学、九州工業大学、北九州市立大学 （官）ＦＡＩＳ、北九州市

海外大学研究拠点
件数：5機関

外国人研究員数：
55人

留学生数：550人

（官）福岡県、北九州市、ＦＡＩＳ
学研都市昼間人口
3,500人

企業・研究機関進
出件数：30件

学術研究都市における施設・設備の機能強化

（官）北九州市、ＦＡＩＳ

アジア地域の大学との共同研究開発の推進 研究拠点形成

学術研究都市での留学生支援

実効性のある産学官ネットワークの形成

研究者情報等の基本情報の効果的な発信 face to faceによる産学官交流の促進
学研都市内大学との連携強化

（産）市内企業等 （学）北九州市立大学、九州工業大学、早稲田大学、福岡大学など

（官）ＦＡＩＳ、北九州市

（産）市内企業等 （学）北九州市立大学、九州工業大学、早稲田大学、福岡大学等

（官）ＦＡＩＳ、北九州市

雇用創出 139人

大学・研究機関等の誘致対象の選定･誘致活動の推進

戦略的な研究開発・事業化支援の推進

（環境、医療・介護、エレクトロニクス、自動車、ロボット分野などの研究開発支援）

研究開発プロジェクトの企画創出

（研究会設置、プロジェクト企画等）

研究開発支援
（助成金、国等外部資金の活用）

成果検証

研究開発プロジェクトの企画創出

（研究会設置、プロジェクト企画等）

成果検証

研究開発支援
（助成金、国等外部資金の活用）

研究開発プロジェクトの企画創出

（研究会設置、プロジェクト企画等）

成果検証

研究開発支援
（助成金、国等外部資金の活用）

実用化・事業化に向けた継続的な支援

北九州ＴＬＯにおける、大学発特許活用による企業の競争力強化

北九州知的所有権センターにおける企業への知的財産活動の総合支援の充実

（産）市内企業等 （学）北九州市立大学、九州工業大学、早稲田大学、福岡大学など

（官）ＦＡＩＳ、北九州市

インダストリー４．０など

IｏTに関する政府や国内
外の産業界の動向を把

握し、情報提供などの支

援を行います。

インダストリー４．０

などIｏTに関する対
応の強化

マッチング数（交流

事業から技術相談

等につながった件

数）：50件/年

研究開発プロジェク

ト件数（運営件数）：

50件/年
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅰ（５）

（リーディングプロジェクト）地域活性化のための人材育成の強化

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

雇用創出計　３６人

地域活性化のた

めの人材育成の

強化

中小企業の人材育成はもと

より、高い研究開発能力を持

ち、語学力・コミュニケーショ

ン能力に優れたグローバル

人材を育成し、定着を図ると

ともに、北九州マイスターなど、

熟練技能・技術者から若年者

へものづくり技能・技術の継

承を促進します。

また、地元大学、産業界、行

政が連携し、地元大学生の地

域産業への理解促進と定着

を図ります。

セミナー等の開催を通じた、

企業経営を支える人材の

育成

高度熟練技能者による次

代への技能伝承活動の促

進

インターンシップの推進に

よる産業人材の育成と市

内大学のプログラムを活用

した地域企業の人材育成

（産）商工会議所 （学）北九大 （官）北九州市、中小機構、ＦＡＩＳ

インターンシップ

参加者数300人
地域企業の経営

力強化、産学連

携推進

熟練技能・技術

者によるものづく

り技能・技術の継

承

受講者数

1,250人（累計）

大学間連携の推進による、幅

広い分野に対応できる人材の

育成

（産）北九州活性化協議会、ポリテクセンター、ポリテクカレッジ （学）地域工業高校

（官）北九州市

北九州地域産業人材育成フォーラム等との連携、協働によるインターンシップの実施

（学）北九州市立大学 （官）北九州市

地域産業人材育成フォーラム（企業、大学、北九州活性化協議会、北九州市などが参画した組織）

グローバル人材

の育成190人
北九大の事務体

制強化

中小企業大学校等の受講料補助の実施

市主催のセミナー等の企画・募集・開催

北九州市立大学における事務局体制の強化

九工大ドクターチャレンジプログラム、北九大ＭＢＡプログラムの活用による地域企業の人材育成

北九州マイスター、技の達人などによる地域中小企業、高校生などへの技能伝承を推進

（企業の技能者対象「匠塾」・工業高校生対象「匠に学ぶ技能講習会」・高校生等対象の実技指導・講演

等）

北九州イノベーションギャラリーでの教育プログラム受講の促進

地域活性化のた

めの人材育成の

強化

セミナー等の開催を通じた、

企業経営を支える人材の

育成
市内中小企業の

人材育成の支援

受講者数 750人

雇用創出 36人

市主催のセミナー等の企画・募集・開催

北九州市立大学におけるグローバル人材育成
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅰ（６）

（リーディングプロジェクト）充実した物流基盤を活用した物流振興 雇用創出計１９１人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

北九州空港の強

みを活かした航

空貨物の拠点化

東九州自動車道

の開通に伴う物

流拠点化促進

本市のアジアに近い地理

的優位性や、充実した国内

ネットワークを活かし、多頻

度・定時性・高速性に着目

した輸送サービスの展開を

推進します。

さらに、東九州自動車道の

宮崎市までの開通や北九

州空港の強みを活かし、国

際競争力のある物流拠点

都市を目指します。

企業ニーズに対応した付

加価値の高い物流環境の

整備

アジア向けコンテナ基幹航

路及びシャトル化の充実、

国際ＲＯＲＯ航路や航空貨

物定期便の誘致、東九州

自動車道の活用などによ

る「集貨」の促進

官民一体となったポートセールス活動による集貨・創貨の取り組み

新規コンテナ航路の誘致（東南アジア向けコンテナダイレクト航路及びフィーダー航路の充実）

国際ＲＯＲＯ航路の誘致及び安定就航への支援

国直轄事業による北九州港の港湾施設整備（新門司地区・田野浦地区）

海上出入貨物取

扱量：109百万ﾄﾝ
海上コンテナ貨物

取扱量：646千TEU
（再掲）

航空貨物取扱量

（平成32年度）：30
千ﾄﾝ

北九州港航路集貨対策委員会
（産）地元４港運協会、北九州港振興協会、地元関係事業者 （官）北九州市

【北九州空港利用促進協議会】（行政・民間）、【北九州空港振興協議会】（民間）
【北九州空港国際航空貨物推進協議会】（行政・フォワーダー・航空会社）

（官）国土交通省、北九州市

効率性の高い物流基盤の

維持・発展

（産）船社、代理店、検査機関等、（官）北九州市

（産）船社、輸送事業者等、 （官）北九州市

【新門司地区】
耐震強化岸壁（－
7.5m）の増設
平成26年度完了
【田野浦地区】
岸壁（－9m）の改
良（Ⅰ期） 平成28
年度完了予定

（官）港湾・空港整備事務所、海上保安部など
（民）港運協会、水先人会、フェリー会社など

官民一体となった航空貨物の集貨促進、路線誘致

大型機材による貨物定期便の誘致 大型貨物定期便の誘致にむけた集貨支援

フォワーダーや地上支援業務に関する企業の業容拡大支援、誘致

道路整備による広域的な物流ネットワークの形成

（産）西日本高速道路㈱

（官）国土交通省、北九州市

雇用創出 186 人
（再掲）

雇用創出 5 人
（空港）

北九州港航路集貨対策委員会
（産）地元4港運協会、北九州港振興協会、地元関係事業者
（官）北九州市 海上出入貨物取

扱量：109百万ﾄﾝ
海上コンテナ貨物

取扱量：646千TEU

雇用創出 186人

中古車の輸出拠点化

フェリー大型化に対応した広域集貨及び新規国内ＲＯＲＯ航路の誘致

効率性の高い物流基盤の

維持・発展

主要幹線道路（８
路線）の供用及び
戸畑枝光線・恒見
朽網線・一般国道
3号黒崎バイパス
他主要幹線道路
の整備促進

対象道路整備率

99％

北九州港事業継続計画（港湾ＢＣＰ）の策定 北九州港事業継続計画

（港湾ＢＣＰ）の更新
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性 Ⅰ（７）

（リーディングプロジェクト）多様な価値観に呼応した働き方支援 雇用創出計２００人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

北九州スタートアップ

ネットワークの会などを

通じ、産学金官が連携

した相談・交流の場づく

り、起業環境の整備を

図ります。

ものづくりの強み

を生かした施設・

資金面の起業環

境整備

若い世代の起業

による雇用促進

や新製品開発の

促進

スタートアップネットワークの会などを通じた相談・交流の場づくり

雇用創出 200人

学生・女性・起業家な

ど多様な働き方を志向

する人たちへの相談・

アドバイス体制の充実
北九州市スタートアップ支援貸付の活用

北九州高専「ものづくりセンター」や西日本工業大学の「デジタルものづくりカフェ」等

関係機関と連携したスタートアップ企業の新製品開発援助

10年後の新しい働き方を考える羅針盤会議の実施
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅱ（１）

（リーディングプロジェクト）次世代自動車産業拠点の形成

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成30年度 平成31年度 平成32年度以降
5年間の
目標

雇用創出計1,250人

環境配慮型部品に関する新

技術開発を推進し、高付加価

値化や新規参入を図ります。

関連企業の誘致等により、

次世代及び環境対応自動車

向け部品の供給基地形成を

目指します。

環境配慮型部品

の供給基地の形

成

北部九州自動車産

業アジア先進拠点

プロジェクトの推進

福岡県など関係機関と連携し、

国内自動車生産の九州シフト

や地元調達率向上に向けて、

ティア１（１次部品メーカー）の

誘致及び地元部品メーカーの

技術力向上に取り組みます。

低燃費、環境配慮等の次世

代成長型部品メーカーの誘致

北九州学術研究都市の連携

大学院カーエレクトロニクス

コースに加え、新たに自動

車・ロボットの高度化・知能化

に向けた専門人材の育成

雇用創出 600人

人材輩出：150人

次世代自動車に関連する部品メーカーの誘致

パーツネット北九州への

一次部品メーカーの加入促進、

会員企業の一次部品メーカー

化の支援

福岡県等関係機関と連携し、商談会等のビジネスチャンスを創出 雇用創出 650

会員数：110社
新規ティア１会

員：３社

既存会員ティア１

化：１社（官）福岡県、九州経済産業局、シンクタンク、自動車技術会、日本自動車部品工業会

デンソー九州、三島光産、松本工業、石川金属工業等パーツネット北九州関係企業約１００社

（学）九州工業大学、北九州市立大学、早稲田大学

連携大学院カーエレクトロニクスコース及びインテリジェント

カー・ロボティクスコースの運営

次世代自動車部品開発支援
ティア１とのビジネスマッチング・提案活動

会員向け展示会の開催

先進地区視察事業実施

自動運転・安全運

転関連技術の開発

推進

北九州学術研究都市３大学で

構成する「自動運転・安全運転

支援総合研究センター」

と関連産業との連携を進め、

人工知能を活用した自動運転技

術の開発及び実証に取り組

むとともに、研究開発機能の集

積を図ります。

人工知能を活用した自動運転技術の開発・実証

（学）九州工業大学、北九州市立大学、早稲田大学、（官）産業技術総合研究所、ＦＡＩＳ、（民）自動車関

自動運転技術を活用した新たな公共交通サービスの事業化検討

（学）九州工業大学、早稲田大学、（官）ＦＡＩＳ、（民）ＳＢドライブ、西日本鉄道、第一交通産業

自動車メーカーと大学との研

究開発推進、電子電気技術・

生産技術に関する研究機関

の集積

研究者集積 15人増
共同研究 新規10件

EV自律走行実証推進（ひびきの自律走行研究会）

（学）九州工業大学、北九州市立大学、早稲田大学、（官）ＦＡＩＳ

東九州自動車道沿線自治体との

連携
連携事業の検証

既存コースの見直し検討 新コース設立・運営

次世代自動車の技術開発の

支援

新事業の検討

次世代自動車の

工場立地

アジアとの近接性など本市

の物流拠点としての強みを活

かしながら、完成車メーカーと

連携し、特区制度や国の財政

支援等を活用した取り組みを

行うことで、次世代自動車（Ｅ

Ｖ、ＦＣＶ、電気バス等）の工

場立地を図るとともに、関連

産業を集積させます。

電気バス拠点工場及
び関連施設の立地具
体化

自動車メーカーとの連携に
よる次世代自動車の工場
（生産ライン）の新設

アジアからの部品調達や
国内バスメーカーの協力に
よる、電気バスの工場立地

次世代自動車の工場（生産ライン）の新設・拡大に向けた環境整備

（自動車メーカーへの働きかけ、関係部品メーカーの集積、地元企業の競争力向上）

電気バス拠点工場の形成

ゼロエミッション交通システムの運営及び効果検証・ＰＲ

次世代自動車産業
の集積促進

市内の水素需要拡大

福岡県、自動車メーカー等と

連携し水素ステーションを整

備
FCV導入助成、公用車へ
の導入

関連企業へのコンタクト、市内水素需要拡大策の検討、ビジネスチャンスの模索

SHS（スマート水素ステー

ション）実証、PR
SHS（スマート水素ステーション）の展開

水素ステーションの整備

FCVの普及促進

･導入助成、公用車として導入

（再掲）

雇用創出 ６人

水素ステーション

設置：３箇所

FCV市内普及台数

：３００台
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅱ（２）

（リーディングプロジェクト）我が国をリードするロボット産業拠点の形成 雇用創出計３７人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

市内企業・大学等との連携強化、保有技術の相互活用

産業用ロボットの導

入支援による市場拡

大

中小製造業や物流、食品等

の新たな分野において、産

業用ロボットの導入支援に

積極的に取り組み、地域企

業の生産性向上、省エネ・

省資源に寄与します。

導入支援においては、専門

家による導入相談や実践的

な操作教育に取り組み、

ロボットの用途拡大と市場

拡大を目指します。

市内ロボット関連企業と大学、

研究機関との連携促進

ロボット開発プロジェクトの立

ち上げ、実証化、事業化支

援

医療・福祉・介護現場のニー

ズに対応したロボットの研究

中小製造業が抱える課題

を解決する新たな産業用ロ

ボットの実現に向けた研究開

発に取り組むとともに、少子

高齢化、生産年齢人口減少

に対応するため、介護、イン

フラ点検等の幅広いサービ

ス分野において、ロボットの

開発支援を行います。

また、開発技術の実証にあ

たっては、必要な規制改革の

推進等にも取り組みます。

ロボット技術の開発、

実証

ロボット産業を支える

人材の育成

ロボット普及社会の将来を

担う若年者のロボット人材育

成に積極的に取り組みます。

また、企業や大学等から求め

られる実践的な技術者の育

成に取り組みとともに、製造

業の生産工程にロボット技術

を組み込んでいく「システムイ

ンテグレータ」の育成を図りま

す。

ロボット展示など、ショー

ルーム化の推進や、子供を

対象とした学びの機会創出

地元企業のものづくり力強

化のために、産業用ロボッ

トの導入を総合的に支援す

るための組織体制の整備

自動車・ﾛﾎﾞｯﾄの高度化・知

能化に向けた専門人材育

成連携大学院の開設

（産）安川電機 ほか産業用ロボット関連企業 （官）福岡県、北九州市

環境配慮型ロボット

製品開発支援件数：

6件（2件/年）

専門人材輩出：

120人（40人/年）

ロボットと共存するま

ち・北九州の都市ブラ

ンドの確立

雇用創出 5人

福岡県と連携した環境配慮型ロボット製品等開発支援

福岡県内ロボット製造業の

製造品出荷額(工業統計

調査）10％以上拡大

環境配慮型高機能、コスト

パフォーマンスの高い製品

開発・生産拠点化の推進

（学）九工大、北九大、早稲田大 ほか （官）北九州市、FAIS

連携大学院インテリジェ

ントカー・ロボティクス

コース開設

連携大学院インテリジェントカー･ロボティクスコースによる専門人材育成

安川電機みらい館との連携

展示会等での次世代ロボットの展示、北九州市民カレッジ等での講演

（産）安川電機 ほか （学）北九大、九工大、九州職業能力開発大学校、北九州高専 ほか
（官）北九州市、FAIS、KIGS

コスト削減実現企業：

18社 投資額：2.7億
円

（1,500万円×18社）

雇用創出18人

・国、FAIS等ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ獲
得支援件数：12件（4件/
年）

・研究会運営件数：21件
（7件/年）
・医療・福祉・介護ロ

ボット実証実験支援件

数：6件（2件/年）
・雇用創出： 14人

（産）福岡県ロボット・システム産業振興会議会員企業 （学）九工大、北九大など （官）福岡県、北

○産業用ロボット導入支援センターを中心とする取組み

・地元企業への産業用ロボット導入支援（導入事例紹介、導入補助金、SIerの育成、SIer等による生産ライン改善

セミナー、講演会等の実施

研究会運営、国等プロジェクト獲得

実証、事業化

（産）北九州ロボットフォーラム会員企業ほか

（学）北九大、九工大、早稲田大 ほか （官）福岡県、北九州市、FAIS

（産）安川電機、市内中小企業、（官）北九州市、FAIS

テーマ募集･選定･研究開発 ⇒ 試作品製作 ⇒ 実証 ⇒ 事業化 の推進

介護ロボットの導入

支援

国家戦略特区の指定を受

け、先進的介護・高齢者活

躍拠点の形成に向け、介護

ロボットの開発などにより、

介護分野を含め高齢者が

活躍できる環境整備を推進

します。

○介護ロボット開発支援・実証事業

作業分析（介護施設における作業分析

実証実験（介護ロボットの導入実証、効果検証）

社会実装に向けた取組み

○ 産業用ロボット導入支援センターの事業展開

セミナー等の開催（ロボット導入事例の紹介等）

システムインテグレータ（以下「SIer」）の育成、SIerによる生産ラインの改善提案、ロボット導入支

産業用ロボット導入支援補助金によるロボット導入支援

「ロボット道場」による生産現場のロボット活用を担う人材の育成
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅱ（３）

（リーディングプロジェクト）豊富な実績等を活かした環境産業拠点の形成 雇用創出計２５０人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

省エネルギー化、省資源

化、長寿命化などの環境配

慮型製品や、それを支える

素材・部材などの環境もの

づくり産業の集積を図るとと

もに、エネルギーマネジメン

ト、環境メンテナンス、環境

情報などのサービス業を育

成します。

半導体・エレクトロニクスを

活用した新しい応用製品

の開発のための研究開発

プロジェクトの推進、高度

技術人材の育成

パワーエレクトロニクスを

中心とした環境エレクトロ

ニクスについての研究や

人材育成の推進

水素や風力などエ

ネルギー関連産業

の集積

水素ステーションの立地促進

や関連産業の集積、洋上風力

発電などの拠点形成を目指し

ます。

また、「グリーンエネルギー

ポートひびき」事業の実現に向

けた風力発電関連産業の総合

拠点の形成を図ります。

（再掲）

雇用創出 ６人

水素ステーション

設置：３箇所

FCV市内普及台数

：３００台

技術開発実証プロジェクトの創出と推進 （再掲）

雇用創出 ６人

FCV導入助成、公用車へ
の導入

FCVの普及促進

国･企業等と連携した水

素エネルギー実用化を目

指した技術開発実証の推

進

水素ステーションの整備福岡県、自動車メー

カー等と連携し水素ス

テーションを整備 SHS（スマート水素ステーション）実証、PR SHS（スマート水素ステーション）の展開

関連企業へのコンタクト、市内水素需要拡大策の検討、ビジネスチャンスの模索市内の水素需要拡大

ICTを活用した地域の多様なエネルギーを地域で賢く使いこなす複合的エネルギーマネジメントの検討

事業展開･立地促進

関連プロジェクト

：２件

産学官での研究連携・共同研究、国プロジェクト事業等への提案

北九州市環境エレクトロニクス研究所における研究開発

ＬＥＤアプリケーション創出協議会の運営、商材の事業化

半導体・エレクトロニクスの応用分野をテーマとする新たな研究会の設置、新商材の事業化

（産）市内企業 （学）九州工業大学、北九州市立大学、早稲田大学、産業医科大学,、（官）北九州市、ＦＡＩＳ

（産）地域企業 （学）産業技術総合研究所、九州工業大学、北九州市立大学、早稲田大学、北九州高専、（官）

北九州市、ＦＡＩＳ

雇用創出 26人

新規立地企業延

べ件数2件

雇用創出 39人

事業化7件

新規立地企業数5件

環境配慮型製品・

環境関連サービス

の集積

グリーンエネルギーポート

ひびき事業のもとでの響灘

地区へのエネルギー産業

の拠点化推進

風力発電関連産業の総合拠点化

「実証研究」拠点の形成

「物流」拠点の形成

「公募による洋上風力ファーム」の形成

雇用創出 １１０人

誘致件数 5件

省エネ診断員の育成支援 省エネ診断員の育成支援

次世代資源循環

型産業拠点の形

成

世界有数の都市鉱山であ

る我が国のレアメタル、貴金

属の再資源化を促進するた

め、北九州エコタウンを基盤

として、小型電子機器、リチ

ウムイオン電池のリユース・

リサイクルなどの次世代資

源リサイクル拠点の形成を

図ります。

また、既存環境関連技術の

高度化やリサイクル原料調

達の海外展開等により、 ア

ジアの次世代資源循環型拠

点を目指します。

新たなレアメタル素材の回

収技術の開発や事業化

太陽光発電パネルやリチウ

ムイオン電池等、低炭素型

製品のリユース・リサイクル

システムなどを確立

環境関連技術の高度化・事

業化の促進、高度技術シー

ズの掘り起こし等による環

境産業の創出

リサイクル原料の調達を中

心とした海外展開の可能性

を調査

小型電子機器等

回収量 2,000t

事業化件数10件

雇用創出 10人

雇用創出 65人

（産）エコタウン企業等 （学）北九州市立大学、九州工業大学 （官）北九州市

太陽光発電パネル低コスト分解処理技術に関する実証研究

太陽光発電パネルリサイクル回収ビジネスモデル構築支援

炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）リサイクル技術実証

事業化検討

（産）㈱新菱 （官）北九州市、FAIS

PVシステム
汎用リサイクル

の拠点化

中小企業アジア環境ビジネス展開事業、国プロ等を活用した海外展開支援

（産）市内企業、 （官）北九州市

小型電子機器等リサイクル事業実施、リチウムイオンバッテリー等リサイクル事業化

（産）日本磁力選鉱他 （官）北九州市、近隣市町村等

環境関連技術の研究開発推進、国プロジェクト事業への採択支援などによる環境産業の創出
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅲ（１）

（リーディングプロジェクト）高齢者を中心とした健康・生活支援ビジネスの推進

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

雇用創出計１４４人

高齢者の健康増

進・長寿産業の

振興

地域企業、大学、医療・
福祉機関、行政等の連携に
より、医療・福祉関連分野で
の課題・ニーズの共有化を
図るとともに、新たなサービ
スの提供や製品の開発に取
り組み、健康増進・長寿産
業の振興を図ります。
高齢化率の高い大都市とし
て、高齢者の健康づくり、福
祉、見守り等の分野で高齢
者ニーズに対応した汎用性
の高いビジネスモデルを構
築し、国内外に発信します。

市民の健康づくりや高齢者

の生活の支援などにおけ

る新サービスの事業化へ

の助成

雇用創出41人

雇用創出 103人

シニア向けビジネ

スの創出・育成

趣味やレジャーなど、消費
意欲の高い健康で元気な高
齢者をターゲットとした製品
やサービスの開発などシニ
ア向けビジネスの振興を図
ります。

北九州市健康・生活産業振興協議会におけるセミナー・勉強会の開催

新しいビジネスモデルの構築支援

市民の健康で快適な生活につながる新しいサービスのビジネスプラン

募集⇒助成 募集⇒助成 募集⇒助成

フォローアップ

地域企業、大学、医療・福祉機関、北九州市等

高齢者や障害者をはじ

め、全ての生活者が質の

高い生活を送ることがで

きるよう、健康、医療・福

祉、教育・文化、住宅など

の市民生活の質の向上

に貢献するビジネスを振

興します。

生活の質を支え

る生活支援ビジ

ネスの振興

ロボット技術やICTの活用
による医療・介護現場の負

担軽減と情報提供を実現

安全・安心で快適な福祉

サービスの実現

買い物に不安を抱える地

域の現状を踏まえた、地域

協働による買い物支援の

ネットワーク推進

高齢者や環境に配慮した

住宅関連製品の普及・開

発による住宅リフォームの

推進

高齢者が安心し

て買い物できる環

境づくり

地域に密着した

商業等の振興

モデル校区の計画作り

モデル校区、地域住民･地域活動団体･民間団体･事業者･行政

計画に基づく買い物支援の実施（地域住民、事業者、行政などが協議）

モデル校区の事例を参考に、更なる取り組みの検討

買い物応援ネットワークの推進（買い物支援に取り組む個人、団体、事業者の情報を集約、発信）

○介護ロボット開発支援・実証事業

作業分析（介護施設における作業分析

実証実験（介護ロボットの導入実証、効果検証）

社会実装に向けた取組み

リフォーム需要の喚

起（補助金交付工事

における工事費用総

額）

３３億円/年

住宅の高齢化対応リフォーム

やエコリフォームに対する補助

制度の実施

市内の業者が実施する

住まい向上リフォーム促進事業

＜参考：H27,28年度の概要＞

未定

（平成29年度は、国や県の事業をはじめ本市の助成制度など、
様々なリフォーム支援施策が活用されるよう、ホームページ

やちらしの配布等により、一層の周知に努めるとともに、

リフォーム事業者や市民の声などを踏まえ、その活用状況

を見極めていく。）
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方向性Ⅲ（２）

（リーディングプロジェクト）にぎわいづくりによる集客交流産業の拡充（１）

プロモーション活動

受入環境整備

コト消費の創出
飲食店の支援、日本文化の体験紹介など

5年間の目標

北九州市新成長戦略　工程表

区　　分 目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度

WiFiの整備、免税店の周知・拡大など

平成30年度 平成31年度以降

　旅行博出展、海外エージェントセールスなど

雇用創出 ６，１３６人

産業観光、近代化
産業遺産、環境観
光資源等を活用し
た集客促進

産業都市の特性を活かした
産業観光や環境観光・エコ
ツアーなどによる更なる集
客促進

産業都市の特性を活かし

た産業観光や工場夜景鑑

賞ツアー、世界文化遺産を

はじめとした近代化産業遺

産、ユネスコ無形文化遺産

への登録を目指す戸畑祇

園大山笠行事、小倉城や門

司港レトロなどを活用した観

光客誘致を進めます。

また、観光において、シビッ

クプライドを醸成する観点か

らも数多くの誇れる地域資

源を活かし、にぎわいの創

出につなげていきます。

さらに、豊かな自然や響灘

ビオトープ、エコタウンなど、

多様な環境観光資源を組み

合わせた環境修学旅行や

エコツアーなどにより、国内

外からの集客及び関連産業

の振興を図ります。

＜産業観光に関する取り組み＞

（産）産業観光協力事業所、環境関連企業 （商工会議所） （官）北九州市

観光客数
・産業観光
60万人

・環境観光
5,500人

・協力事業所の開拓、受入体制強化にむけた協議、産業観光ツアー造成の働きかけ

・世界遺産施設と連携した周遊観光推進 など

＜環境観光に関する取り組み＞

・市内大学生を活用した案内ガイドの育成

・学校関係者、旅行社へのモニターツアー等の実施

・体験型メニューの拡充、体制強化にむけた、受入企業等との協議 など

インバウンド対策
の充実

東アジア諸国からの観光
客を誘致するため、旅行社
へのセールス・国際観光展
への出展などの海外プロ
モーション活動や、Ｗｉ－Ｆｉ
の整備、免税店の周知・拡
大などの外国人の受入環
境の整備を行います。

環境学習コンシェルジュによる、本市で出来る学習プログラム等の集約と総括的な情報発信

関門連携のさらなる強化、関
門海峡ミュージアムのリ
ニューアルオープン等による
門司港レトロ地区のさらなる
集客促進

・関門連携の強化

・インバウンドの集客強化

・関門連携の強化
・インバウンドの集客強化

・関門海峡ミュージアムの
リニューアルオープン
・門司港地区夜間景観の
魅力向上

観光客数

関門地域 400万人

外国人観光客
40万人

都心集客アクショ
ンプランの推進

ＪＲ小倉駅新幹線口エリア
において年間３００万人を集
客することで、都心全体のに
ぎわいを創出します。
また、都心部における若者の
にぎわいづくりを進めるため、
あるあるCity などと連携した
ポップカルチャー（漫画・アニ
メなど大衆文化）の拠点づくり
を図ります。

①“ストリートダンスの聖地”としての取組み ②こくらハロウィンの開催 集客人数 19万人企業、大学、まちづくり団体、
行政等の連携による、若者
をターゲットにしたイベント
等の実施

暮らしやすい生活空間の創出の検討

ポップカルチャーに係る大規模イベント等の開催

集客人数 85万人
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方向性Ⅲ（２）

（リーディングプロジェクト）にぎわいづくりによる集客交流産業の拡充（２）

北九州市新成長戦略　工程表

区　　分 目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降 5年間の目標

街なかオフィスビルへのテ
ナント誘致

リノベーションによる不動産

再生を通じた雇用とにぎわ

いの創出

街なかのオフィスビルや
空き店舗へのテナント誘致
を図るとともに、古いオフィ
スビルのリノベーションを行
い、誰もが起業しやすい環
境を整えることで、雇用の
拡大を図ります。そういった
取り組みを通じて、街なか
の魅力を高め、にぎわいの
創出と商業振興を図ります。

不動産関連企業とのネットワーク構築

既立地企業への情報収集

雇用創出 241人

誘致・拡張件数
9件

ビジネスノウハウを学ぶセミナー等の開催
雇用創出 300 人

事業化物件 20件

街なかのにぎわい

づくり及び中心市

街地活性化

街なかの魅力を高め、に
ぎわいの創出と商業振興
を図ります。

新規定期便を見越した
チャーター便の誘致及び新
規路線の誘致・定着促進

北九州空港を拠点とする
航空関連産業の発展

官民一体となった空港の利用促進、路線誘致

街なかのオフィスビルや
空き店舗へのテナント誘
致を図るとともに、古いオ
フィスビルのリノベーショ
ンを行い、誰もが起業し
やすい環境を整えること
で、雇用の拡大を図りま
す。そういった取り組みを
通じて、街なかの魅力を
高め、にぎわいの創出と
商業振興を図ります。

小倉・黒崎地区の中心
市街地における地域の
集客･交流拠点としての
商業活性化の取組

商店街への出店助成、専門家を活用した経営支援(再掲） 新規出店30件

（産）新規出店企業 （官）市、FAIS中小企業支援センター

商業セミナーの開催(再掲）

次世代商業リーダー育成・講演会の開催(再掲） 講演会回数5回

商店街と多様な事業主体との連携促進(再掲）

（産）補助金採択商店街 （官）国、北九州市

制度活用件数
5件

商店街等による新規のイベント開催支援(再掲）

ＬＥＤ照明等の省エネ設備の設置補助(再掲）
制度活用件数 30件

商業施設の出店
雇用創出 5,479人

（企業進出含む）

雇用創出 17人

制度の見直し

計画的な飛行機の導入・更新及び地上支援業務の拡大

（産）地元航空関連事業者 （官）北九州市

空港利用者数
（平成32年度）：
2,000千人

（産）北九州リノベーションまちづくり推進協議会、(一社）リノベーションまちづくりセンター、（㈱）北九州家守舎

ワカマツグラシパートナーズ、門司人の会、㈱カタログ△

都心部以外への展開

漫画ミュージアム、ギラヴァ
ンツ北九州などを活かした
新たな集客産業の振興

人気漫画・アニメの企画展、漫画製作教室等の開催

著名な漫画家によるトークショーなどの集客イベントの実施

（産）アパマンショップ、あるあるＣｉｔｙ各テナント
（官）市、漫画ミュージアム

漫画ミュージアム
の年間来館者
10万人以上

プロサッカーチーム「ギラヴァンツ北九州」を活用したホームタウンの推進
（スポーツ観戦を通じた地域コミュニティ活性化事業やパブリックビューイング、観戦講座等の実施）

（産）ギラヴァンツ北九州（㈱）、北九州商工会議所 （官）北九州市

北九州国際漫画大賞の実施

ﾎｰﾑｹﾞｰﾑ平均観客
数 4,500人
（ミクニワールドス
タジアム北九州）

北九州スタジアムの利用促進

（民）ＰＦＩ事業者、（官）北九州市

小倉都心部における若

者を中心としたにぎわいづ

くり、集客交流の強化を図

ります。

企業、大学、まちづくり団体、
行政等の連携による、若者
をターゲットにしたイベント
等の実施

①“ストリートダンスの聖地”としての取組み

②こくらハロウィンの開催
集客人数 19万人
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方向性Ⅲ（２）

（リーディングプロジェクト）にぎわいづくりによる集客交流産業の拡充（３）

北九州市新成長戦略　工程表

区　　分 目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降 5年間の目標

６次産業化の推進
及び食品ビジネス
支援による食の産
業化促進

農林水産業者と加工

場・流通をつなぎ、地元

産品を活用した新商品

開発を進め、ＩＣＴを活用
した商品ＰＲを通じて販

売促進を図ります。

地元食材を地域で消費

する地産地消の取り組

みを強化するとともに、
地元農林水産物の高付

加価値化を図るため、ブ

ランド力向上に努めます。

農林水産業者が自ら行う、
地元農林水産物を活用し
た新商品開発や食品製
造・加工業者との連携に
よる新たな産業創出の促
進

中小食品製造業に対する商
品の企画･開発から試作･製
造･販売までの一貫した支援

中小食品製造業の新商品開発、販路開拓等の支援、販売促進に向けた総合支援

雇用創出 96人

・ＩＣＴを活用した販売支援検討

・生産者や食品加工会社等を対

象とした「６次産業化シンポジウ

ム」の開催
・「食の展示商談会」出展支援

農林水産業者に対する６次産業化の実現に向けた支援

雇用創出 3人

水産物の加工施設、販売施設の整備に対する助成
水産物のPRイベント、安全性確認の実施

商談成立件数

25件
（各年5件）

地産地消の推進 ・農林水産物の消費宣伝、PR ・学校給食での市内産野菜の使用拡大
・地産地消サポーターの活動促進

ブランド農林水産物のPR、販売力強化

地産地消サポーターへの情報提供、産地見学会、生産者と他業種との結びつけ

・直売所等販売額
75億円
（各年15億円）

畜産物の加工品開発、高付加価値化

・ICTを活用した販売支援検討
・生産者や食品加工会社等を対

象とした「６次産業化シンポジウ

ム」等の開催
・「食の展示商談会」出展支援

・ICTを活用した販売支援検討
・生産者や食品加工会社等を対象

とした「６次産業化セミナー」等の開

催

・「食の展示商談会」出展支援

(産）プロジェクト参加企業等、専門家 （官）北九州市、ＦＡＩＳ

食の新ブランド「北九いいと」、成長が見込まれる事業者（ぬか炊きなど）
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方向性Ⅲ（３）

　(リーディングプロジェクト)サービス産業の高付加価値化の推進及び情報通信産業の集積

目指すべき姿 達成状況(施策) 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

情報コンテンツ産業
及び情報サービス産
業の創出・育成

付加価値の高い情報コンテンツ
産業の立地、創出、育成を図り
ます。
また、北九州e-PORT構想２．０
に基づき、ＩＣＴを活用した新サー
ビスの創出を支援することにより
情報サービス産業の創出及び育
成を図ります。

情報ｻｰﾋﾞｽ産業の創出及び育
成
(情報産業の振興）

【「e-ＰＯＲＴチャレンジ」を活用した地域課題解決型新ビジネスの創出】
　ＩＣＴを利活用した新たなビジネスの創出を支援する仕組み「e-PORTチャレンジ」により、地域課題に対応したＩＣＴプロ
ジェ
クトの事業化を推進し、新たな情報サービス産業と雇用の創出を図る。

北九州市新成長戦略　工程表

北九州の特性を活か
した情報通信関連産
業拠点の形成

　地震などの災害が少ないという
本市の特性を活かしたディザス
ター・リカバリー拠点化を目指す
取り組みや、拡張性の高いデー
タセンター、充実したＩＣＴサービ
ス、高度ＩＣＴ人材を育成する取り
組みなどを通じて、情報・通信関
連産業の集積を図ります。

データセンター、情報通信・IＣT系企業の新規誘致及び立地企業の規模拡大

雇用創出　2,778人

12件誘致

e-PORT売上
270億円

サービス産業の集積
促進及び高付加価値
化の推進

雇用創出計２，９７３人

セミナーの開催などによる啓
発や具体的な活動支援などを
通じた市内サービス産業の競
争力強化への取組み
ビジネス交流による新たな
サービスの創出

高度ICT人材の育成

【情報コンテンツ産業の担い手となるクリエーターを育成】
・北九州デジタルクリエーターコンテスト　・コンテスト入賞者のインセンティブ検討及び事業化支援

（産）北九州情報サービス産業振興協会　（学）西日本工業大学　　（官）ヒューマンディア財団

　雇用吸収力の高いサービス産
業について、健康、福祉、情報な
ど、重点分野を定め、関連事業
所の誘致や人材育成等により集
積を図ります。
製造業のまちとして培われた生
産管理技術の応用等によりサー
ビス産業の高付加価値化を推進
します。

雇用創出　55人

拡張性の高いデータセンター
や充実したＩＣＴサービス、高度
ＩＣＴ人材育成等による情報・
通信関連産業の集積

ディザスター・リカバリー拠点
化の推進

【コンタクトセンターの新規誘致】　継続案件の誘致実現  新規案件の営業強化
【立地企業既設センターの拡大】　コールセンター事業者向け人材発掘・採用支援など

セミナーの開催や専門家派遣
により、サービス産業の生産
性向上を図り、競争力強化へ
取組む

雇用創出　131人

累計受講者数：300人

【情報通信・IＣT系企業、データセンターの新規誘致】
　継続案件の誘致実現、PR活動で掘り起こした企業への営業強化
【立地企業の規模拡大】
　増設に伴う運用業務従事者増、大学との共同研究による研究員増

【研究開発環境の創出】　研究開発需要の掘り起こし、研究開発の促進を行う。
【立地企業の業務支援】　大学、高専、専門学校との連携により人材供給を図る。

（産）北九州情報サービス産業振興協会　（官）ヒューマンメディア財団

【国内有数のDR拠点を目指したPR活動】
・BCPの観点から本市の優位性を活かしたPR活動を実施。迅速にシステム復旧可能なDRモデルもしくは、メインサイト
の北九州移設を促進

新規プロジェクト3件

事業化2件

雇用創出 9人

クリエーターの
　事業化支援3名

シェアオフィス開設

ワークショップ、スクール等の実施による人材育成

３Ｄ化プロジェクト等による業務受注、作成

ＳＮＳの活用等によ
るサービス産業の生
産性向上や販路拡
大

製造業に比べ、生産性が低いと言
われるサービス産業について、SNS
（ソーシャル・ネットワーク・サービ
ス）を活用した効果的な情報発信や
顧客とのコミュニケーションを踏まえ
た店作りなどを支援し、市内サービ
ス産業の付加価値の向上や収益性
の強化に取り組みます。

（産）不動産事業者、スタートアップ支援事業者 等 （官）北九州市

北九州スタートアップネットワークの会などを通じた相談・交流の場づくり

北九州市スタートアップ支援貸付の活用

サービス産業の生産性向上に向けたセミナー、シンポジウムの実施

専門家派遣等による、サービス産業事業者の生産性向上の考え方、アプローチ方法の啓発促進

サービス産業事業者のネットワークづくり、ビジネスマッチングの場の提供

実務に即し、即戦力人材を育成する講座・研修会の実施

SNSの活用等によるサービス産業の生産性向上に向けたセミナーの実施

サービス産業事業者によるSNSの活用等を支援する専門家派遣の実施

高付加価値化・
競争力強化の
推進

【コンタクトセンターの人材定着支援】 コンタクトセンターで従事する人が、長くコンタクトセンターで活躍できる環境の整備を行う。

【情報通信・ＩＣＴ業界の情報発信イベント等の開催】 ＩＣＴ業界や職種についての知識を深めてもらうためのイベントの開催など。

【セキュリティ等の条件を備えたオフィスビルの供給】

開発・運営・バックオフィスなど、様々なオフィスニーズに対応可能な大規模なワンフロア空間が確保でき、さらにセキュリティ等の

条件を備えたオフィスビル建設等への投資を促す仕組みの検討。

【情報通信・ＩＣＴ企業向け人材採用支援】

計画どおりの採用の実現に向けた、立地企業に特化した人材採用支援の実施。
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性　Ⅳ（１）

（リーディングプロジェクト）アジアに貢献する都市インフラビジネスの展開 雇用創出計７６人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

アジア低炭素化

センターを核とし

た都市インフラビ

ジネスの推進

都市環境インフラ（廃棄

物、エネルギー、上下水、

環境保全など）に係る技術

や行政ノウハウ等を体系

的に整理した「北九州モデ

ル」を活用して、アジア低炭

素化センターを拠点に、ア

ジア地域への都市インフラ

ビジネスにつなげます。

あわせて、相手国・地域の

ニーズに応じた人材育成

や社会システムづくりなど、

ソフト部門にもきめ細やか

な対応を行うことで、総合

的に都市力の向上に貢献

します。

アジア低炭素化センターを

中核とした、アジアを中心

とした環境国際ビジネス等

の海外展開推進

実践的環境人材育成拠点

の形成

研修員受入数

・・・460人／年

雇用創出

若干名

グリーンシティ北九州モデル

の構築とパッケージ型都市

環境インフラの海外進出

各国のニーズに応じた各種プロジェクトの事業化支援

（産）安川電機、日本磁力選鉱、ＴＯＴＯ、新菱 （学）九州工業大学、北九州大学等

雇用創出 62人

雇用創出14人

案件発掘

北九州モデルを活用した都市マスタープラン策定

グリーンシティ輸出の展開

対象候補都市を選定、現地ニーズ調査及びセミナー等開催

ＯＥＣＤグリーンシティ･プロ

グラム世界普及

事業化

実証事業

事業可能性調査

各国のニーズに応じた実践的環境人材育成

国内外で、研修員誘致活動を実施

研修員（対象国）のニーズにあった研修プログラムの創設

研修を通じた相手国政府の政策能力向上による環境ビジネス市場の形成

国際的共同研究への地元企業の参画

具体的な案件受注

雇用創出若干名

国際会議等での本市環境政策等の国内外に向けた発信

ＯＥＣＤ等国際機関と共同での国際(協力）事業展開

都市間協力等の

連携事例数

5都市/年

ＯＥＣＤレポート提言の本市のグリーン成長政策への反映及び市民環境力の反映

ワンパッケージ型の本格案

件受注活動、都市インフラ

の一括整備における開発

行為の中での上下水道一

体となった海外水ビジネス

展開

ワンパッケージ型の本格案

件受注活動、都市インフラ

の一括整備における開発

行為の中での上下水道一

体となった海外水ビジネス

展開

水ビジネスの国際戦略拠

点を活用した地元企業の

海外展開支援、案件開拓

等ビジネスチャンスの拡大

国際戦略拠点を活用し研修や視察の受入を積極的に実施
・本市の技術や地元企業の技術や製品の売り込み
・海外技術者の人材育成
・産学官連携による研究開発支援、技術売り込み

案件情報の収集

事業実現可能性調査

実証事業

事業化
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北九州市新成長戦略　工程表

（リーディングプロジェクト）海外工場のサポート拠点の形成

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

雇用創出計５人

方向性Ⅳ（２）

市内工場の

マザー工場化

の推進

地域企業が製造工程の

海外移転を行う際には、本

市産業の高度化、雇用の

維持を図るため、海外工場

の生産・販売を支援するマ

ザー工場として、市内事業

所のマーケティング機能、

研究開発機能及び人材育

成機能の強化を図ります。

また、国際戦略総合特区

や北九州市物流拠点化戦

略基本方針などにより、ア

ジアとの貿易のシームレス

化を進め、市内マザー工場

と海外工場における製品

や部品の輸出入など国際

水平分業に対応した物流

振興を図ります。

市内製造業の工場や本社

機能の充実

研究開発力やマーケティン

グ機能の強化

本市の産業の強みの一

つである工場・設備のオペ

レーション、メンテナンスな

どの技術・知見・ノウハウを

活かし、海外工場の生産

技術サポート拠点として、

省エネ・生産効率化に優れ

た設備、技術などをジェトロ

北九州等の関係機関と連

携して工業化の著しい新興

国等に輸出するとともに、

プラントメンテナンス分野で

の新たなビジネスモデルの

構築を図ります。

海外工場の

サポート拠点化

の推進

本市の強みを活かした技

術をパッケージ化し、海外

企業のニーズに応じた提

案をすることにより、省エネ

や生産性向上に寄与する

技術や設備の販路を拡大

日系企業の工場・設備を対

象にした保守管理サービス

の共同受託や、ＩＴ活用によ

る24時間の運用監視、保
守管理サービスを、本市を

拠点に提供するビジネスモ

デルの開発

（産）市内企業 （学）北九州市立大学、九州工業大学、早稲田大学、福岡大学など （官）ＪＥＴＲＯ、
北九州貿易協会、北九州市

海外工場との架け橋となる人材の育成

海上出入貨物取扱
量：109百万ﾄﾝ、海
上コンテナ貨物取扱
量：646千ＴＥＵ
航空貨物取扱量：
30千ﾄﾝ

商談件数20件

外部資金獲得に

よるモデル事業

実施件数：1件

生産技術や製品開発等に関する研究開発

海外企業等との具体的な商談

マーケティング機能の強化

（産）市内企業 （官）北九州市

（産）市内企業 （学） 学研などの理工系大学・大学院 ほか （官）ＦＡＩＳ、北九州市

（産）市内企業 （学） 学研などの理工系大学・大学院 ほか （官）ＦＡＩＳ、北九州市

（産）北九州メンテナンス技術研究会（ＫＭＥ）、市内企業等 （官）ＫＩＴＡ、北九州市

雇用創出計 5人

官民一体となったポートセールス活動、空港利用促進、新規航空会社や
路線の誘致による集貨・創貨の取組み

（産）北九州港航路集貨対策委員会、北九州空港利用促進協議会、

北九州空港振興協議会、北九州空港国際空港貨物推進協議会の構成企業 （官）北九州市

技術パッケージのデータベースの構築

地元企業との協議、海外売込み地域の把握

事業化に向けたビジネスモデルの検討

外部資金（JICA事業）獲得とモデル事業の実施

外部資金（JICA事業）獲得に向けた関係機関との協議、情報収集
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北九州市新成長戦略　工程表

（リーディングプロジェクト）北九州発ブランドの海外ビジネス支援

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

方向性Ⅳ（３）
雇用創出計２５人

中小製造業の

海外ビジネス支援

企業の成長のために海

外市場を目指した展開を

望みながら情報、人材、

資金等が不足している中

小製造業に対し、マーケ

ティング、商談機会の創

出など、海外ビジネスの

支援を行います。あわせ

て、参入検討企業の拡大

を図ります。

強みを持つ製品・技術を積

極的に海外に売り込み、ビ

ジネスチャンスを創出

（北九州ブランド海外展開

支援）

アジア諸国の生活・所得

水準が向上することをチャ

ンスと捉え、市内の飲食・

小売・サービス業の海外展

開に対し、ジェトロ北九州な

ど関係機関と連携して情報

提供、事業化の支援を行い

ます。

また、少子高齢化が進

む中国・韓国などアジア地

域への介護・福祉システム

の輸出を目指します。

飲食、小売、介護、

サービス業の海外

ビジネス支援

本市、ジェトロ北九州、(公
社)北九州貿易協会の3機
関で設置している「北九州

貿易・投資ワンストップサー

ビスセンター（KTIセン
ター）」の活用及び海外の

経済関係団体・自治体等と

の関係づくりにより、地域

企業が海外ビジネスを行い

やすい環境を整備

（国際ビジネス拠点整備）

外国企業との成約

件数

20件／1年

成長著しいアジアなどのグ

ローバル需要を取り込み、地

域企業の活性化を促進

（地域間経済交流）

欧米・アジア諸国等との地域間産業交流事業の推進

①ミッション団の派遣 ②セミナー、商談会の開催 ③海外企業の視察受入 など

（産）市内企業 （機関）JETRO北九州 （官）北九州市

JETRO北九州、北九州貿易協会と連携して、①セミナーやJETRO海外事務所などを通じての海外情報の
提供、②貿易アドバイザーによる貿易相談、③海外へのミッション派遣・商談会の開催を実施

（機関）JETRO北九州、北九州貿易協会 （官）北九州市

「北九州市中小企業海外展開支援助成金」を活用した市内企業の国際ビジネス支援

国際ビジネス人材活用支援

北九州ブランド海外展開支援の推進

①テストマーケティング ②見本市出展 ③セミナー開催 など

東アジア経済交流推進機構・国際ビジネス部会の枠組みを活用した中国・韓国との経済交流（再掲）

製造業等を中心とした新興諸国との経済交流事業

①ミッション派遣 ②ビジネスマッチング 等

東アジア経済交流推進機構・国際ビジネス部会の枠組みを活用した中国・韓国との経済交流

（産）市内企業 （機関）JETRO北九州 （官）北九州市

介護の国際展開の可能

性調査・検討
市内介護事業者等を対象とした勉強会の開催

地域企業、北九州市など

関連介護事業者海

外進出数

2社/5年

雇用創出

25人
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅴ（１）

（リーディングプロジェクト）省エネルギー（ネガワット）の推進（１）

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

雇用創出計６人

省エネ施策の

推進

地域企業の省エネル

ギーを徹底することにより、

エネルギーに強い企業体

質への転換を図るととも

に、エネルギー効率強化

による生産性向上を通じ

て競争力を高めます。

地域企業の省エネルギーを

徹底することにより、エネル

ギーに強い企業体質への

転換を図るとともに、エネル

ギー効率強化による生産性

及び競争力の向上

省エネ診断員の普及の支

援、中小企業向け補助事業

や融資の活用により、地域

企業の省エネ化を推進

エネルギーマネジメントの

調査・検討・事業化準備
事業化をめざす

市役所省エネ・節電を推進、市民等に省エネ・節電を広く浸透
・全庁的な省エネ体制の構築による取組み推進

・市有施設の使用電力量平成22年度比▲10％

・エネルギー消費原単位の改善で、市有施設の総エネルギー使用量の年1％以上の改善

・市内直接投資額

23億円

市内において環境・エネルギーに関する設備投資を行う企業等に対し、必要な資金を融資すること

により、低炭素社会づくりと北九州市経済の振興を図る 融資件数延べ

10件

市内中小企業の省エネルギー化、再エネ導入を促進し、低炭素社会作りを図るとともに新たなビジ

ネスの創出や市内における投資を促進

補助金交付件数62件 補助金交付件数62件補助金交付件数62件

融資件数 2件融資件数 2件 融資件数 2件

・エネルギー

マネジメントの

事業化をめざす

雇用創出

6人
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅴ（１）

（リーディングプロジェクト）省エネルギー（ネガワット）の推進（２）

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

省エネ、スマートコミュニティ

に関するビジネスに地域企

業が数多く参入するための

仕組みを構築

東田地区でのスマートコ

ミュニティの成果を、城野地

区へ展開し、社会実装を進

めます。

また、多くのエネルギーが

あり、多様な産業が集積し

ている響灘地区において、

響灘スマートインダストリ

（産業版スマートグリッド）の

実現を目指します。

市域全体へのス

マート化の促進

東田地区へのスマートコミュ

ニティの成果を、城野地区

へ展開し、社会実装を促進

また、多くのエネルギーがあ

り、多様な産業が集積してい

る響灘地区において響灘ス

マートインダストリ（産業版ス

マートグリッド）の実現

省エネルギー、ス

マートコミュニティ

の国内、海外ビジ

ネス展開

新規整備エリアにおける住宅街区のスマート化の促進

（一社）城野ひとまちネットを中心としたエネルギーマネジメントの実施

○予定整備戸数

・戸建：350戸

・集合：200戸

○入居人口

約1,260人

○住宅のみのCO2

削減量

約1,492[ｔ-CO2]

ネガワット取引など、新しい

エネルギービジネスを創出

省エネ、スマートコミュニティ

に関するビジネスに地域企

業が数多く参入するための

仕組みを構築

事業化をめざす

地域企業との連携

(共同研究）2件
新規立地企業数 1件

省エネルギー、ス

マートコミュニティ

の国内、海外ビジ

ネス展開

省エネ対策、スマートコ

ミュニティ事業で培った実績

のもとに、地域企業による

国内、アジアを中心とする

海外へのビジネス展開を積

極的に推進します。

エネルギーマネジメントの

調査・検討・事業化準備

事業化をめざすエネルギーマネジメントの

調査・検討・事業化準備

海外ビジネス展開に向け、可能性調査、実証実験、事業化への検討
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅴ（２）

（リーディングプロジェクト）再生可能エネルギー・基幹エネルギーの創出拠点の形成 雇用創出計761人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

再生可能エネル

ギーの立地促進
太陽光、風力、バイオマ

ス等再生可能エネルギー

の市内への最大限の導入

を図るとともに、それに伴う

地域企業の新エネルギー

ビジネスの展開を促進しま

す。

再生可能エネルギーの
大量導入を下支えするた
めに、また、電力不足の解
消等エネルギーの安定供
給のためには、基幹エネル
ギーも不可欠です。高効率
石炭火力発電やＬＮＧ火力
発電、コジェネ等の可能性
を視野に入れ、立地促進に
つなげます。

基幹エネルギー

の立地促進

再生可能エネル

ギーの普及支援

導入相談窓口の活用や補

助金制度などにより、再生可

能エネルギーの普及支援を

行います。

高効率石炭火力発電やＬ

ＮＧ火力発電、コジェネ等

の可能性を視野に入れた

立地促進

導入相談窓口の活用や、補

助金制度などによる、再生可

能エネルギーの普及支援

太陽光、風力、バイオマス、

等再生可能エネルギーの市

内への最大限の導入を図る

とともに、それに伴う地域企

業の新エネルギービジネスの

展開を促進

北九州市太陽光発電普及

促進協議会を通じた太陽光

発電関連産業の推進や、

「グリーンエネルギーポート

ひびき」事業の実現に向け

た風力発電関連産業の総

合拠点の形成や、バイオマ

ス燃料集配基地及びバイオ

マス発電所の建設、未利用

エネルギーを活用した新た

な産業集積モデルの構築な

ど、響灘地区におけるエネ

ルギー産業の総合拠点の

形成を推進します。

再生可能エネル

ギー産業の総合

拠点形成の推進

北九州市太陽光発電普及

促進協議会を通じた太陽

光発電関連部材産業の開

発促進や、グリーンエネル

ギーポートひびき事業のも

とでの響灘地区へのエネ

ルギー産業の拠点化推進

補助事業や融資などによ

る、再生可能エネルギーの

普及促進

洋上風力発電・バイオマス発電・高効率火力発電の

調査・検討・事業化準備
事業化をめざす

洋上風力発電の可能性を

視野に入れた立地促進

事業化をめざす

北九州水素タウンの実証

北九州水素タウンの実証

北九州水素タウンの実証

○
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
事
業
化
を
め
ざ
す

○
洋
上
風
力
発
電
・
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
・
高
効
率

火
力
発
電
・
基
幹
発
電
の
事
業
化
を
め
ざ
す

送電網強化 送電網強化を関係者に働

きかけ発電ポテンシャルを

最大限に活かすよう取り組

洋上風力発電・バイオマス発電・高効率火力発電の

調査・検討・事業化準備

送電網の強化に向けた働きかけ

導入相談窓口の活用による再エネ普及支援

・市内直接投資額

23億円

市内中小企業の省エネルギー化、再エネ導入を促進し、低炭素社会作りを図るとともに新たなビジネ

スの創出や市内における投資を促進

補助金交付件数80件 補助金交付件数80件補助金交付件数80件

送電網強化を関係者へ働き

かけをおこなう。

既設小水力発電の改修

1箇所

風力発電関連産業の総合拠点化

「実証研究」拠点の形成

「物流」拠点の形成

「公募による洋上風力ファーム」の形成

（再掲）

雇用創出 110人

誘致件数 5件

バイオマス発電関連産業の拠点化

バイオマス混焼火力発電所の形成

バイオマス燃料集配基地の形成

バイオマス専焼火力発電所の形成

雇用創出 150人

誘致件数 4件

雇用創出 611人
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅴ（３）

（リーディングプロジェクト）安定・安価で賢いエネルギー網の構築 雇用創出計７人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

安心して産業活動が

できるようなエネル

ギー基盤の創出

省エネルギー・再生可能

エネルギー・基幹エネル

ギーをうまく組み合わせ、

事業活動が将来にわたっ

て安心して行えるエネル

ギー基盤を構築します。

省エネルギー・再生可能エ

ネルギー・基幹エネルギー

をうまく組み合わせた事業

活動が将来にわたって安

心して行えるエネルギー基

盤の構築

産業集積エリアにおいて

電力・熱などのエネルギー

インフラを最大限活用する

最先端の産業エネルギー

コンビナートの構築を目指

します。

また、企業の余熱等の調

査を進め、電力・熱などの

企業間相互融通の可能性

を検討します。

地域のエネルギーイ

ンフラを最大限活用

する最先端の産業コ

ンビナートの構築

広域貢献するエネル

ギー網の環境整備

釜山広域市とのエネル

ギー協約など、市域のみな

らず国際連携など広域貢献

も視野に入れ、関係団体と

の関係を構築します。

産業集積エリアにおいて

電力・熱などのエネル

ギーインフラを最大限活

用する最先端の産業エ

ネルギーコンビナートの

構築

企業の余熱等の調査を

進め、電力・熱などの企

業間相互融通の可能性

検討

釜山広域市とのエネル

ギー協約など、市域のみ

ならず国際連携など広域

貢献も視野に入れた関

係団体との関係を構築

響灘地区など洞海湾周辺

の産業集積エリアなどに

おける、企業の基盤となる

電力インフラや新電力等を

活用した安定・安価な電力

供給の実現

他地域との更なる取組み拡大に向け動向を注視

エネルギーマネジメントの

調査・検討・事業化準備

洋上風力発電・バイオマス発電・高効率火力発電の

調査・検討・事業化準備

事業化をめざす

エネルギーマネジメントの

調査・検討・事業化準備

洋上風力発電・バイオマス発電・高効率火力発電の

調査・検討・事業化準備

事業化をめざす

〇
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
事
業
化
を
め
ざ
す

〇
洋
上
風
力
発
電
・
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
･
高
効
率
火
力
発
電
の
事
業
化
を
目
指
す

雇用創出 ７人
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北九州市新成長戦略　工程表

方向性Ⅴ（４）

（リーディングプロジェクト）水素エネルギーの推進 雇用創出計　１２人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

水素供給拠点の形成

水素エネルギー実用
化に向けたプロジェク
トの推進

水素関連産業の市

内への立地を促進す

るとともに、集積を図

ります。

雇用創出 ６人

水素エネルギーに

ついて、実用化を目

指した技術開発実証

プロジェクトを推進し、

地域企業の新規事

業展開や市外企業

の立地促進を図りま

す。

水素ステーション

設置：３箇所

FCV市内普及台数

：３００台

技術開発実証プロジェクトの創出と推進
雇用創出 6人

FCV導入助成、公
用車への導入

FCVの普及促進

国･企業等と連携

した水素エネル

ギー実用化を目

指した技術開発実

証の推進

水素ステーションの整備福岡県、自動車

メーカー等と連携

し水素ステーショ

ンを整備
SHS（スマート水素ステー

ション）実証、PR
SHS（スマート水素ステーション）の展開

関連企業へのコンタクト、市内水素需要拡大策の検討、ビジネスチャンスの模索
市内の水素需要

拡大

ICTを活用した地域の多様なエネルギーを地域で賢く使いこなす複合的エネルギーマネジメントの検討

事業展開･立地促進

関連プロジェクト

：2件
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雇用創出に向けて（１） 雇用創出計6,530人

目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降
5年間の
目標

北九州市新成長戦略　工程表

若年者の就業意

識の啓発や能力

開発･就職活動へ

の支援

若年求職者と求人企業と

のマッチングにあたっては、

就業に必要な能力の向上、

スキル取得への支援や就

労体験を盛り込んだマッチ

ングなど、求職者及び企業

ニーズへのきめ細やかな

対応を行います。

学生をはじめとした若者の

地元就職を進める上で、地

域企業の魅力・情報を積極

的に発信していきます。

若者ワークプラザ北九州を

拠点とした就業相談や職

業紹介等

若年者の求人開拓

就業に必要な能力の向上、

スキル取得への支援や就

労体験を盛り込んだマッチ

ングなど、求職者及び企業

ニーズへのきめ細やかな

対応を行います。

女性が活躍する

産業都市づくりの

推進

地元企業での職場見学、就労体験等

就職者数

6,000人（累計）

マイスター、技の達人の実演・講演

中途求職者の正規雇用を促

進するためのマッチング等

正規採用予定のある地元企業による合同会社説明会

事業所訪問による求人開拓

専門家による就業相談、セミナー、職業紹介等

雇用創出 80人

地元企業の情報・魅力発信

新卒学生と地元企業とのマッ

チング

即戦力人材や学生のU・I
ターンによる地元企業就職

を促進

早期からの職業観の育成

U・Iターン就職相談窓口の設置、U・Iターン希望者の掘り起こし、専門家による就業相談、職業紹介等

就労体験者数

120人（累計）

参加企業数360社

参加者数1,800人

就職者数1,000人

（累計）

子育て世代の女性が安

心して働くことができるよ

うに保育所等を充実

受講者数7,500人

（累計）

就職情報サイトやセミナー・企業見学等による地元企業情報の発信

地元企業による合同会社説明会の開催

（産）北九州商工会議所、北九州雇用対策協会 （官）福岡労働局、北九州市

地元企業の仕事や職種の紹介、体験等のイベントの開催

北九州地域産業人材育成フォーラム等との連携、協働によるインターンシップの実施（再掲）

イベント参加者数

6,000人

インターンシップ

参加者数300人

ウーマンワークカフェ北九

州の運営
ウーマンワークカフェ北九州等における女性の就業・キャリアアップ・創業などのワンストップ支援

女性の活躍推進及びワーク・ライフ・バランス推進のための各種支援
（女性の職業生活における女性の活躍推進、イクボス推進、WLB表彰、WLB推進アドバイザー派遣、企業向け
出前セミナーなど企業等の取組み対する支援など）

ワーク・ライフ・バランス

（WLB)への企業等の取

女性の就業率 70％

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ行動宣言

等登録・届出企業数

累計800社

民間保育所の新規開設、既存保育所の定員増

延長保育等多様化する保育ニーズへの対応

放課後児童クラブの利用児童数増への対応

子ども・子育て支援新制度への対応
（小規模保育事業等の実施、新制度幼稚園及び認定こども園への移行及び一時時預かり事業（幼稚園型）の実施）

雇用創出 122人

雇用創出 229人

雇用創出 99人
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雇用創出に向けて（２）
目指すべき姿 達成手段（施策） 平成29年度 平成30年度 平成31年度以降

5年間の
目標

北九州市新成長戦略　工程表

生涯現役で社会や地域で
活躍する人材の育成

生涯現役夢追塾
卒塾生のうち夢を実

現した人数 増加
能力や意欲を生

かした中高年齢

者や障害者の就

業促進

求職者の経験、能力等に応じ

た就業に必要な能力の向上、

スキル取得へのきめ細やか

な対応を行います。

地域企業の障害者雇用の更

なる充実を図ります。

センターにおける中
高年齢者のマッチン
グ数3,000人（累計）

就職者数255人改正障害者雇用促進法を踏まえた障害者への就業等に関する指導･助言、企業向け雇用促進面談
会、企業向け雇用促進セミナー等のきめ細やかな支援、障害者の就職促進

先行事例の紹介

（官）国、福岡県、北九州市

高年齢者への就業相談、求人情報の提供、就業支援セミナー等

一般求職者へのキャリアカウンセリング、能力開発講座等

北九州障害者しごとサポー
トセンターを通じた、障害者
及び雇用企業の支援

シティハローワーク・ウェルと

ばた、シニア・ハローワーク戸

畑、高年齢者就業支援セン

ターの一体的運営による中高

年齢者の就業促進

医療・介護･福祉･

子育て支援分野

での計画推進に

よる雇用創出

雇用吸収力の高い産業

の振興により、多くの雇用

の創出に取り組みます。

就業に必要な能力の向上、

スキル取得への支援を行

うなど、求職者と及び企業

ニーズへのきめ細やかな

支援を行います。

保健福祉の基本的計画に

基づくサービスの推進によ

る医療・福祉・介護の雇用

創出

特別養護老人ホーム等の新設、

在宅サービスの充実

雇用創出 370人
福祉人材バンクの運営、

潜在的有資格者等への

就労支援などによる介護

人材の確保・育成の推進

質の高い保育の実現によ

る保育所をはじめとする子

雇用創出 2,971人

H30年度以降は未

定グループホームの整備、障害福祉

サービスの充実

福祉人材バンクによる

求人者・求職者のマッチング

就労していない有資格者等

を対象にした就労支援セミナー

障害福祉サービス事業所従業者の職場定着等に向けた研修支援

（産）市内介護事業所、北九州市福祉人材バンク （学）市内大学、高校など （官）北九州市

次期高齢者支援計画に基づく介護人材の確保･育成

次期高齢者支援計画、
次期障害者支援計画に基
づくサービスの実施

国の配置基準を上回る保育士の配置

保育所園庭の芝生化
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※ハローワーク小倉とハローワーク八幡の合計値

有効求人倍率の推移(北九州市)
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第 9回新成長戦略推進懇話会議事録要旨 
               日時：平成２９年８月１８日（金） １０時～１２時 

                場所：クラウンパレス小倉 ２階 

【総論】 

・全体的に取り組みが速く、目標もしっかり付いており非常にわかりやすい。しかし、取

り組みが一般的に知られていない。告知をどうしていくべきかが課題である。

・どこを尖らせていくのかが戦略として重要である。

・受け手の頑張り次第で工程表の取り組みのメリハリは自然についてくる。

・SWOT分析（強み・弱み・チャンス・脅威）を行うことで成長戦略全体の整理が可能。
・工程表は総花的に施策が盛り込まれているが、有機的な関連性、最終のターゲット、ロ

ジック等、何を重点化していくのか、優先順位が見えない。

【人材育成・教育について】 

・若手、シニア世代など、もう一度学び直す点も含め、学校教育の充実、他の地域にない

ような魅力的な学校が出来れば活性化する。

・高齢者が足りないもの、北九州市が不足しているものは英語と ITである。
・本市は新日鐵住金㈱などグローバル企業がたくさん所在している。シンガポールや香港

が栄えた理由は、国民のほとんどの人が英語を話せることで海外企業を誘致できた。

【観光への取り組みについて】 

・インバウンドが増えているが、もう一回個人旅行で来訪したとき、日常的な観光を楽し

みたいという人が増えてくる。小倉都心部で地域連携をもっと行うべき。

・「ものづくりの街北九州」という言葉をよく聞くが、その割には観光やサービス業とは全

然関わっていない。

【まちづくりについて】 

・街なかの賑わいづくりに向けて地域ストックを活かすべき。北九州にはまちづくりのメ

ンバーが集積しており、民間の力を活かしていくことができる。

・ストーリーのあるブランド作りが必要。例えば、アディダスを誘致し、アディダスの製

品を環境という一つの流れのなかで考える。

・北九州市は街なかから見る景観が綺麗であり、この景観の価値を上げていくというとこ

ろを戦略的に PRすべき。洋上風力ファームは目玉になる。
・スペースワールド跡地を海外のお客様が本市の特産品を見たり買えたりできるような場

所にしてほしい。

・「セカンド市民」制度をつくって応援団になってもらうような発想が必要。

【その他の意見】 

・行政の力をもっと民間に放出してもらいたい。市民と行政の職員がすごく遠い。居酒屋

で市の職員と民間の社員、大学生などがフランクに話せるように期待している。

・金融関係ではフィンテックが注目されている。ITではフィンテックの動きも参考にして
いただきたい。

・鉄や自動車以外の製造業について工程表の中身を充実して欲しい。

・小さな企業がいろいろなところで商品開発している。その商品が 1年も 2年も長く続く
ようなものになっているのか追跡して欲しい。
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